
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　各四半期毎に業務の進捗状況を確認し、事務処理の合理化を推進することで、次の四半期に業務を繰り越さないよう管
理を徹底する。事務処理量の平準化を図り、第４四半期における時間外勤務時間数を30％削減させる。

　事務処理の慢性的な遅延により、年度末における事務量の
増大を招いている。その結果、第４四半期（１月～３月）に
おける土地係全体の時間外勤務時間数は858時間に上り、年
間総時間外勤務時間数の54％を占めている。

・土地の地目変更等の異動に応じて、その土地の条件を考慮
　しながら適正な価格を決定する。
・委託業務（固定資産評価システム・地図情報システム）
・評価替えに向けて、標準宅地の不動産鑑定を行う。また、
　地価下落に伴う時点修正の不動産鑑定を行い、価格変動を
　把握し適正な価格に修正する。

　適正な台帳処理及び不動産鑑定評価により平成31年度課税
に向けて準備を進めることができた。

・法務局からの通知等に基づき、課税台帳の異動処理を実施
・土地区画整理事業の本換地に伴う課税台帳の整備及び事業
　者に対して使用収益開始時に通知を求める文書を送付
・土地の利用状況を確認するため、現況調査を実施
・時点修正（７月１日時点）の実施
・固定資産地図情報システム保守管理業務委託及び土地評価
　支援業務委託の入札の実施

・登記済通知書に基づき約21,000件、農地転用資料に基づき
　約900件の台帳異動処理を行った。
・中根・金田台地区の本換地により約3,000件の課税台帳を
　整備した。また、島名・福田坪地区及び上河原崎・中西地
　区の使用収益開始に伴いみなす課税台帳を整備した。
・現況調査（約700件）により課税地目の変更を行った。
・不動産鑑定評価の結果に基づき、時点修正を行った。
・固定資産地図情報システム保守管理業務委託及び土地評価
　支援業務委託の入札・契約締結を行った。

継続

土地に係る事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　土地の利用状況に応じて評価を行い、固定資産税の課税標
準額の基礎となる価格を決定する。
　評価替え（３年毎）において活用する標準宅地の不動産鑑
定及び時点修正（毎年）を実施する。

土地異動処理

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

129

活動指標

財務部資産税課

土地係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料
・固定資産地図情報システム保守管理業務委託　22,968,000円
・不動産鑑定評価業務委託　46,133,788円
・土地評価支援業務委託　32,184,000円

     112,500      111,184

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         5.80          6.35

     1,600.00      1,590.00

有 有

      45,258       48,759

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      67,242       62,425      101,286            0

      67,242       62,425      101,286            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・納税義務者の管理を的確に行い、正しい課税（納税通知の
　発送）を行う。

　死亡者に対する課税を回避すると共に、適正な課税を行う
ことができた。
　歳入を確保することができた。

・相続人代表者指定届の提出通知の発送
・相続人調査
・連帯納税義務者の特定
・納税通知書の発送

・H31年度課税に向けて相続人代表者指定届の提出依頼通知
　及び相続人代表者の設定を行った。(市内に住所又は本籍
　がある死亡者のうち、固定資産を有する745人中741人
　（99.5％）の相続人代表者を設定)
・納税通知書84,966通の発送を行った。

継続

固定資産税の賦課に係る共通事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

        99.1

         0.0

        95.2

         0.0

        99.5

         0.0

        98.9

         0.0

        99.5

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　適正な課税を行うことにより、課税に対する信頼を向上さ
せる。
　市税の歳入確保を図る。

死亡者課税回避率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

130

活動指標

財務部資産税課

賦課係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬：調査員報酬　3名　16万円/月×12月　5,760,000円
旅費：費用弁償　316,800円、普通旅費　74,240円
需用費：事務用消耗品　237,240円、プリンタートナー代　190,188円
　　　　税額更正通知書印刷代　21,600円、テキスト代　14,000円
　　　　図書　95,365円、加除式法規集の追録代　128,000円
役務費：納税通知書発送郵便料　6,274,600円、例月郵送料　476,400円
備品購入費：住宅地図　75,900円
負担金補助及び交付金　360,960円

      52,192       41,490

維持

4

5

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

当初の計画を上回る進捗で事業を実施することができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         3.68          3.70

       539.00        324.00

有 有

      27,514       26,916

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      24,678       14,574       14,026            0

      24,678       14,574       14,026            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　下水道整備課との調整、連絡の頻度を増やすことで、賦課地の早期確定に努める。

　新規賦課区域の確定時期が遅れる傾向にあるため、他の業
務と事務処理の時期が重複し、年度末における事務処理量の
増大を引き起こしている。

・市街化調整区域内にあっては下水道整備課より、下水道供
　用開始図面・区域外流入データ・受益者負担金データ等の
　情報を得て、精査し次年度賦課対象区域を選定する。賦課
　データは固定資産税課税システムに入力するとともに、地
　図情報システムに反映させその後の管理事務に活用する。

　H30年度新規賦課区域について検証を行った結果、適正に
課税されていることを確認できた。
　H31年度の新規課税について準備を進めることができた。

・下水道供用開始区域の告示文書及び図面を確認し、面整備
　の区域を把握
・下水道処理区域外流入データを確認し、点整備の土地を把
　握
・都市計画税の賦課状況を地図情報システム上に表示
・受益者負担金データを確認し、前年度の作業を検証
・個別案件については、下水道整備課と連絡を取り賦課地を
　把握

・供用開始告示文書、図面及びデータを入手し、面整備と点
　整備を合わせて翌年度に新規賦課となる土地について、
　約740筆の台帳処理を行った。
・新規賦課地を地図情報システム上に表示した。
・受益者負担金の確定データを確認し、前年度に実施した作
　業を検証した。
・枝管等の整備に伴うエリアの拡大部分については、下水道
　整備課との連絡頻度を高めることで、適正に把握した。

継続

都市計画税の賦課に関する事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　都市計画法に基づいて行う都市計画事業または土地区画整
理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てる
ため、対象区域内の土地及び家屋に対し、当該土地または家
屋の所有者へ適正に賦課する。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

131

財務部資産税課

土地係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

         711          706

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.10          0.10

         0.00          0.00

無 無

         711          706

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　建売住宅については、買い手が決まって初めて表示登記されるので、登記時期が完成後１年以上経過することも多い。
新築年の把握を誤ると過年度分の税額更正も発生してしまう恐れがあるので、現地確認に加え、メーカーの担当者に直接
完成日を照会することで、新築年の把握誤りを防止する。

　表示登記は、完成後、数か月遅れて行われる場合が多々あ
る。よって、賦課期日前後に完成する家屋については、現地
調査を入念に行っても、新築年を台帳の最終投入前に100％
把握することは難しい。

・建築確認申請概要書及び市内巡回確認により家屋調査台帳
　を作成し、完成した家屋の調査を実施する。

　2,142棟の新築家屋について、家屋課税台帳の登録を行い
課税することにより、財源を確保した。
　評価要領に基づき、2,142棟の内、1,546棟を比準による評
価を実施した。

・新増築家屋に対する調査の実施
・申請に基づく現況調査の実施
・登記済通知書による家屋台帳の異動処理
・滅失家屋の確認
・Ｈ33基準年度比準評価に向けた部分別計算データ作成

・新築家屋2,150棟に対し、2,142棟の調査を実施した。
　（調査率は99.6％）
・申請に基づき現況調査を実施し、証明書を交付した。
　（交付件数は165件）
・登記済通知書に基づき台帳異動を実施した。
　（処理件数は2,928件）
・建築リサイクル法の届出を基に滅失を確認した。
・比準評価の家屋（90棟）を部分別で再計算した。

継続

家屋に係る事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

        99.6

         0.0

        99.9

         0.0

        99.9

         0.0

       100.0

         0.0

        99.6

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　家屋一棟ごとに家屋評価を実施し、固定資産税の課税標準
とすべき価格を決定する。
　決定した家屋の価格を家屋課税台帳（地方税法第381条第
３、４項）に登録し課税する。

新築家屋調査率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        96.0

         0.0

        96.0

         0.0

        96.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

132

活動指標

財務部資産税課

家屋係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費：事務用消耗品　94,260円
　　　　家屋調査時パンフレット　44,712円
　　　　家屋調査済証　44,000円
　　　　家屋調査依頼通知送付用封筒印刷代　35,640円
役務費：家屋調査依頼通知書郵便料　164,000円
委託料：家屋比準評価方式評価替え業務委託　5,378,400円
使用料及び賃借料：家屋評価システム使用料　1,996,531円

      64,817       60,117

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         7.46          7.55

     1,931.00        420.00

有 有

      57,891       54,324

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       6,926        5,793        7,758            0

       6,926        5,793        7,758            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　未申告事業所をなくすため、申告の指導及び催告、実地調査、広報活動を通して、償却資産の認知度を向上させる。ま
た、提出期限内の申告を促していく。

　広報活動等を通じて、償却資産申告の認知度を更に向上さ
せる必要がある。

・償却資産については、土地・家屋と異なり、納税義務者か
　らの申告による課税となっているため、申告書が課税事務
　における基礎資料となることから、実地調査により申告が
　漏れなく確実に行われているか、申告内容が正確であるか
　を確認する。
・未申告事業所については、申告の催告依頼や申告指導等を
　行う。

　実地調査及び未申告事業所への申告指導等を行ったことで
税負担の公平性の確保が図られた。

実地調査の実施
・昨年まで実施した調査区での未調査事業所(継続）
・TX沿線地区周辺（新規）
・南大通り周辺（竹園地区ほか）
未申告事業所への申告指導
・催告通知及び電話での申告依頼
税理士会及び新規事業者に対して、償却資産申告チラシを配
布

実地調査の実施　【通知件数】298件　【実施件数】226件
・昨年まで実施した調査区での未調査事業所(継続）
・TX沿線地区周辺（新規事業所）
・南大通り周辺（竹園地区ほか）・製造業の一部
・大型ショッピングセンター内の未調査事業所
未申告事業所への申告指導
【通知件数】1,289件　【申告件数】301件
・チラシ配布枚数　約1,300枚

継続

償却資産に係る事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

       189.0

         0.0

       274.0

         0.0

       181.0

         0.0

       198.0

         0.0

       226.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　償却資産を所有している事業所等に対し、実地調査や申告
の催告依頼等を行い適正・公平な課税を行う。

償却資産調査事業所

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

       200.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       200.0

         0.0

       200.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

133

活動指標

財務部資産税課

償却資産係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費：償却資産課税台帳ファイル　90,720円
　　　　申告書送付封筒印刷代　34,560円
　　　　償却資産の手引き印刷製本代　340,200円
　　　　償却資産申告書印刷代　291,600円
役務費：償却資産申告書郵便料　1,970,000円
委託料：償却資産申告書作成封入業務委託料　849,640円

      22,335       22,390

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.68          2.70

       380.00        439.00

有 有

      20,006       20,144

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,329        2,246        3,577            0

       2,329        2,246        3,577            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・固定資産課税台帳及び固定資産補充課税台帳に登録された
　証明書の交付を行う。

　証明書を交付することで、市民ニーズに対応し、サービス
の向上が図られた。

・窓口申請を受付し、証明書を交付
・郵送申請を収受し、証明書を発行し送付

・窓口及び郵送により固定資産評価証明等の申請を受付して
　約12,000件の証明書を交付した。
・個人及び様々な機関からの申請に対して、正確かつ適正に
　証明書を交付することができた。
・１月１日以降に異動があったものについても、迅速に処理
　し交付することができた。

継続

固定資産税証明事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

    11,618.0

         0.0

    12,000.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　固定資産課税台帳及び固定資産補充課税台帳に記載されて
いる事項について正確・迅速かつ効率的に証明を発行する。

固定資産税証明発行件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

134

活動指標

財務部資産税課

土地係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      14,925       14,820

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.10          2.10

         0.00          0.00

有 有

      14,925       14,820

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・固定資産税及び都市計画税の事務について、必要な調査・
　企画・連絡等の事務を行うとともに各種研修に参加する。

　資産税課職員の固定資産税に対する基礎知識の習得や実践
的技量の向上が図られた。

課内研修や国・県主催の研修会・勉強会に参加する。 各種研修会に延べ22人が参加した。
・新任税務職員研修会８人(４/17～18)
・家屋評価研修会３人(６/22、８/２～３)
・償却資産研修会２人(７/12)
・土地評価実務研修会２人(７/24～27、７/31～８/３)
・賦課研修１人(７/30～31)
・固定資産税の評価と課税の基本研修４人(５/10～11)
・MIA固定資産評価全国実務研修会２人(７/13)

継続

資産税事務の基本事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        22.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　関係機関と連絡調整を行うとともに、適切な課税を行う上
で、担当職員の知識・資質を向上させる。

研修会参加延べ人数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        20.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

135

活動指標

財務部資産税課

賦課係、土地係、家屋係、償却資産係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       1,992          692

廃止

1

4

2

1

ニーズはほとんどない、又は不明である。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

事業の継続について検討する必要がある。

         0.18          0.00

         0.00          0.00

無 無

       1,280            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　H31年度は、事務事業名130「固定資産税の賦課に係る共通事務」に統合するため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         712          692            0            0

         712          692            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


